
副市長レビュー（春）調書

1 部局名
（課名）

企画調整部 （ 情報政策課 ）

2協議事項
（案件名）

ネットワーク構成の見直しについて

3 背景・現状
（現状把握でき

る統計数値な

ど）

本市では住記、税、コアらなどの基幹系システムは、すべて庁内の完全閉域の環境

下に設置されており、高いセキュリティレベルを維持している。

ネットワーク種別 所属業務

行政系 マイナンバー利用事務・コアら 等

インターネット系 外部メール・各課導入システム 等

4 検討経過・
課題

クラウドコンピューティングや新しい ICTツールをはじめとした新技術の飛躍的
な向上により、情報化を取り巻く社会環境が変化している。

本市でも、「情報化基本方針」や「デジタルファースト宣言」においてクラウド利

用の推進等を掲げ、行政サービス価値や生産性の向上を目指している。

こうしたことから ICT に関する利用環境や職員のデバイスの使用状況が変わるこ
とが想定されるため、その前段階としてネットワーク構成を検討する必要がある。

令和 2年 5月 22日に総務省が自治体情報セキュリティ対策の見直しに係る取りま
とめを公表した。同年の夏を目途に、地方公共団体における情報セキュリティポリシ

ーに関するガイドラインが改定される予定であるため、十分に留意する必要がある。

5-1 方向性の
提案（目指
すべき姿）

全職員が利用するコアらのシステム機器更新及びグループウェアのサポート終了

に伴いクラウド化を行うことを契機として、行政系を番号系から切り離す。

ネットワーク種別 所属業務

行政系
番号系 マイナンバー利用事務 等

番号系以外 コアら・グループウェア・各課導入システム等

インターネット系 外部メール・各課導入システム 等

高いセキュリティレベルが要求される番号系を切り離し、番号系以外をクラウド

サービスが利用できる環境に置くことで、様々なサービスの利用や新しい ICTツー
ルを利活用することができ、業務の高度化・効率化が見込まれる。（例：タブレット

やスマートフォンを利用した執務、テレワークやWeb会議、外出先でのメール送信
やスケジュール確認 等）

情報化基本方針（平成 31年 2月策定）やデジタルファースト宣言（令和元年 10月
策定）を踏まえ、今後を見据えた変化に対応しやすい環境を構築する。

5-2 上記の方
向性決定

に向け議

論する事

項（妥当性、
必要性、有

効性など）

・ネットワーク構成の見直しにかかる必要性及び有効性

6 結果

■提案どおり進める 
□サマーレビューで審議 
□提案内容を一部見直して進める 
□再度、調査研究等を行い検討 
□その他

具体的内容

実施時期について前倒しの検討をするこ

と。

7 その他


